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は　じ　め　に

2011 年３月 11日に東日本太平洋沿岸を襲っ
たマグニチュード 9.0 の大地震とそれに続く大
津波は東北沿岸地域の市町村に甚大な被害をも
たらした．同年６月から，被災者の健康状態等
に関する実態と被災者を支える体制に関する実
態を把握するため，厚生労働科学特別研究事業
「東日本大震災被災者の健康状態等に関する調
査」が岩手，宮城，福島の３県を対象として実
施された 1）．岩手県ではその後 10 年計画で追
跡調査を行うことになり，「岩手県における東
日本大震災被災者の支援を目的とした大規模コ
ホート研究（RIAS 研究）」として山田町，大槌
町，陸前高田市と釜石市の一部を対象に継続調

査によるデータの蓄積が行われている．歯科保
健部門については被災者の健康状態等に関する
調査の中に含まれ，実地調査は元大槌町保健師
であった岩手県立看護短期大学（現，岩手看護
短期大学）教授，鈴木るり子氏の大学および自
治体へのはたらきかけにより，大槌町の 18 歳
以上の住民を対象に行われた 2）．大槌町は岩手
県沿岸の宮古市と釜石市の中間に位置する町
で，震災前の人口約１万５千人に対して，震災
による死者，行方不明者は 1,234 名（2015 年４
月１日現在，大槌町 3））であり，その数は住民
人口の８％を超え，住民人口に対する割合では
宮城県女川町に次いで２番目に甚大な被害を受
けた．また津波被害により，町の医療の中核で
あった県立大槌病院と震災前６件あった歯科診
療所はすべて壊滅した（図２）．大槌町におけ
る初回の歯科健康調査は震災から９か月後の
2011 年 12 月に，全身状態の調査と同時に開始
された．2012 年以降は年２回の調査（５月期の
本調査と 11月期の追加調査）が 2016 年現在ま
で定期的に行われている．

図１：大槌町の位置 図２：大槌町の震災前歯科診療所所在地と浸水地域 槌町の震災前歯科診療所所在地浸水地域 
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町の復興と歯科健康調査の推移

初回調査時には旧大槌小学校校庭に仮設され
たプレハブの建物を町役場として行政事務が行
われ，住民の健康調査の打ち合わせなどもそこ
で行われており，健康調査は被災を免れたある
いは 12 月までに復旧した公民館､ 体育館など

の公共施設で行われた．会場，設備など健診環
境が整っていないことに加えて冬期の健診で
あったこと，初回調査時に最も多くの受診者が
訪れたことなどから，混乱の中で行われた歯科
健康調査であった．その後町役場など施設の復
旧に伴って調査環境も整い，受診者のプライバ
シーの保護に配慮した効率的な調査の実施が可

図３：町役場の推移

図４：歯科健康調査の推移
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能となっていった（図３，４）．本調査は前向き
コホート調査であり，平成 23 年の初年度調査
での同意者のみを追跡調査している．初年度の
調査参加者数を最多として年々減少している
が，2015 年調査における参加者数 1,257 名は町
内全人口の 10％を超えており，ある程度町民全
体を反映した信頼あるデータが採得できている
ものと考えられる（表１）．

我々がしてきたこと

歯科健康調査
震災からまる５年が経過し，その間我々岩手

医科大学歯学部は大槌町で種々の調査を行って
きた．それらの結果の一部を以下に示す．
１．齲蝕，歯周病，口腔関連QoL と地元歯科
診療所の復興状況
未処置歯数，２度以上の動揺歯を有する者の
割合，４mm以上の歯周ポケットを有する者の

割合は，2011 年の初年度調査時点に比べて
2012 年調査時点では有意な低下は観察されな
かった．しかし，2013 年には未処置歯数は初年
度の 0.85 から 0.64 へ，２度以上の動揺歯を有
する者の割合は 8.1％から 4.6％へと有意に減少

調査年 参加者 平均年齢 男女比（男 /女） 国勢調査人口
2010 − − − 15,276
2011 1,999 61.4 ± 14.4 0.62
2012 1,537 63.2 ± 13.6 0.61
2013 1,445 64.4 ± 13.3 0.58
2014 1,290 65.3 ± 12.9 0.58
2015 1,257 66.3 ± 12.7 0.56 11,327

表１．歯科健康調査参加者数の推移

図５：1 人平均未処置歯数の推移
5 年間すべての歯科健康調査に参加した者
958 名の結果．*	Friedman 検定後のペア比較
で 2013 年以降は 2011,	2012 年に比べて有意
に低値（p<0.01）であった．

図６：２度以上の動揺歯を有する者の割合の推移
５年間すべての歯科健康調査に参加した者
958 名の結果．* 比率の多重比較検定で 2013
年以降は 2011 年に比べて有意に低い割合
（p<0.05）であった．

図７： ４mm以上の歯周ポケットを有する者の割合
の推移．５年間すべての歯科健康調査に参加
した者 958 名の結果．* 比率の多重比較検定
で 2014 年以降に 2011,	2012 年に比べて有意
に低い割合（p<0.05）となった．
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し，その後も減少を続けている（図５，６）．また，
４mm以上の歯周ポケットを有する者の割合は
2013 年までは有意な減少を認めなかったが，
2014 年には初年度の 35.9％に対して 27.6％と有
意な減少を呈した（図７）．さらに調査参加者
の主観的な口腔の健康状態を表す口腔関連QoL
を General	Oral	Health	Assessment	 Index	
（GOHAI）	で評価したところ，初年度の平均値
は参加者全体で 52.0 ± 8.0 と全国平均の 53.1 ±
7.0 よりも有意に低かった．その要因として「震
災前に歯科治療を受けていた」，「入れ歯を紛失
または破損した」，「年齢が 50-69 歳であること」，
「残存歯数が少ないこと」，「未処置歯があるこ
と」，「２度以上の動揺歯があること」が観察さ
れた（表２）．その後，被災住民の口腔関連
QoL は経年的に上昇し，2014 年調査時には国
民平均値を超え，初年度調査に比べて有意に高
くなっていた．ここで注目すべきことは，未処
置や２度以上の動揺歯があることは，初年度の
口腔関連 QoL 低下要因であったのと同時に，
それらが 2013 年という比較的早い段階で有意
な改善が見られた項目であることである．すな
わち，被災地域において，住民のQoL を低下
させる要因を速やかに取り除くような歯科診療
がなされ，それにより住民の主観的口腔の健康
感もまた向上したと考えられる．一方，図８に
示すように，大槌町住民の歯科通院区域である
大槌町内ならびに釜石市内の歯科診療所が仮設
診療所から常設の新規診療所に再建されたのは

2014 年からであることから，被災地域の地域歯
科医療を担当する歯科医師たちは，仮設歯科診
療所などの劣悪な診療環境下にありながら，住
民のニーズに応えるために適切な歯科医療を提
供していたことが示唆される．このことは岩手
県のみならず日本の歯科医師ならびに歯科医療
の質の高さを表すものと考えられ，同じ歯科医
師として誇りに感じた調査資料であった．

２．口腔粘膜疾患調査
調査開始時から，当大学歯学部口腔顎顔面再
建学講座口腔外科学分野の歯科医師が，口腔癌
はもとより，その前癌状態，前癌病変である扁
平苔癬，白板症など口腔粘膜疾患の検出に専従
した．その結果，2011 年の初年度調査で口腔癌
が２名から，白板症が９名から，扁平苔癬が６
名から検出された．さらに，その後 2015 年まで
の調査で新たに２名の悪性腫瘍と 32 名の白板
症そして 23 名の扁平苔癬の者が発見されてい

要　因 調整オッズ比 （95% 信頼区間）, p 値
年齢が 50‒69 歳 1.68	（1.28-2.20）,	<	0.01
震災前に歯科治療を受けていた 2.13	（1.59-2.85）,	<	0.01
入れ歯を紛失または破損 した 2.32	（1.54-3.50）,	<	0.01
残存歯数（20 歯以上有する者に対して）
　無歯顎者 1.75	（1.19-2.55）,	<	0.01
　1-19 歯 1.91	（1.44-2.53）,	<	0.01
未処置歯がある 1.54	（1.20-1.97）,	<	0.01
2 度以上の動揺歯がある 1.73	（1.14-2.64）,	0.01

多項ロジスティック回帰分析結果．有意な変数のみを示す．

表２．被災住民の口腔関連QoL 低下に対するリスク要因 4）

図８：大槌，釜石の歯科診療所数の推移
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る 5）．これまで口腔粘膜疾患に関する疫学調査
は医療機関受診者の統計が主であり，本研究の
ようなコミュニティベースの調査はほとんど類
を見ない．さらに本研究デザインは同一集団を
対象とした前向きコホート研究なので 2012 年
以降の調査は発病調査である．すなわち，2011
年の調査結果はそれまでの非調査期間全体にお
ける無自覚有病者の蓄積であるのに対して，
2012 年以降は新規に粘膜疾患を発病した者を捉
えており，それが相当数検出されたことは，粘
膜疾患に習熟した歯科医師による視診での粘膜
疾患の検出が，口腔がんの早期発見のみならず，
前癌状態，前癌病変で医療的介入を可能とし，
癌への進行を阻止することに大きく寄与するこ
とを示す貴重な資料となるものと考えられた．

３．歯科用支援物資の受け取りに関する後向き
調査
本調査は震災後の歯科用支援物資の受け取り
状況等に関し，被災住民の観点から，歯科用支
援物資の普及程度とそれらの有用性を検討し，
大規模災害時の物的支援対策の基礎資料とする
ことを目的に 2013 年の歯科健康調査参加者を
対象にアンケート調査として行われた．主なア
ンケート項目は，震災直後の避難場所（自宅，
避難所，浸水地域外，など），避難場所での生
活期間，歯科用支援物資の受け取り状況（受け
取った物資の種類，受け取り場所，時期，など），
受け取った歯科用支援物資の有用性，であり，
その結果から支援物資が受け取りやすかった要
因や有用性について検討した．その結果，１週
間以内に支援物資を受け取った者が 17％存在し

た反面，何も受けとらなかったと回答した被災
住民が 33%存在した（図９）．「震災後１か月以
内に何らかの歯科用物資を受け取った」と回答
した者が受け取った物資の種類は，大人用歯ブ
ラシが 97.4％と最も多く，次いで歯磨剤の
79.1％であった．これに対して子供用歯ブラシ
（18.2％）やコップ（プラスチック製 20.6％，紙
製 34.1％）の受け取り頻度は低く，自由記載欄
にはこれらが欲しかったとの要望が記載されて
いることが多かった．また，１か月以内に歯科
用支援物資を受け取った者の特徴は，「避難場
所が避難所」，「その避難場所での生活が長期間」
で，「75 歳未満」の者であった（表３）．これら
は逆にとらえれば，「自宅避難の者」，「短期間
に避難所を移り住んだ者」，「75 歳以上の者」で
は支援物資を受け取りにくい状況にあったこと
を示している．東日本大震災における支援物資
の流動実態についてはこれまでに研究され，在
宅避難者の状況把握困難による物資配布の停滞
などが指摘されている 6）．Yokoyama らは避難
所が短期間で移り変わる被災者の心的ストレス
が大きいことを指摘している 7）が，本研究から，
彼らが支援物資を受け取れないような状況にあ
ることも明らかになった．さらに 75 歳以上の
高齢者にも支援物資が行き届かない実態も示さ
れたが，これは支援物資の多くが歯ブラシであ
り，高齢者にとって必要性を感じない物資だっ
たことによるのかもしれない．一概に歯科用支
援物資といっても，被災者の年齢などの特性に
より必要なものは異なっており，避難所などの
支援物資のニーズを評価するシステムが必要で
あることが示唆された．

調査結果の住民へのフィードバック
歯科健康調査は個人の口腔疾患やリスクを判

定するための歯科健康診断の側面を有してお
り，我々は，結果を住民にフィードバックする
ことにも努めてきた．一般的な歯，歯周組織の
調査結果は毎回その場でフィードバックし，必
要に応じて近くの歯科診療所の受診を勧めてき
た．口腔粘膜疾患については，調査担当の歯科図９：歯科用支援物資の受取り時期
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医師が高次歯科医療機関での精密検査を要する
と判断した場合，高次歯科医療機関受診を本人
に勧奨すると同時に，町の保健師に連絡し，長
期の未受診にならないように，健診終了後の重
ねての勧奨を依頼している．沿岸地域には歯科
の高次医療機関がないため，ほとんど岩手医科
大学附属病院歯科医療センターを受診すること
になると予測し，初年度調査時に，同センター
歯科口腔外科を速やかに受診してもらうシステ
ムを口腔外科外来と共に構築し，機能させた（図
10）．これにより，調査中に発見された口腔癌
患者４名は歯科口腔外科で治療を受けすべて完
治している（図 11）．
また，2013 年 11月と 2015 年５月には，RIAS
研究の他の結果報告と同時に町民を対象とした
調査結果の報告・説明会を開催した．さらに
2015 年には，先に示したように歯科診療所が再
開しており，本調査に対する参加者のモチベー
ションが低下してきていた．そのため，本調査
を一般の歯科検診と差別化するために「口腔癌
検診」を行っていることを住民に周知するよう

要　因 調整オッズ比 （95% 信頼区間）, p 値
避難場所が避難所 3.99	（3.11-5.11）,	<	0.01
同一避難場所での生活が長期間 1.09（1.01-1.17）,	<	0.05
75 歳未満 1.85	（1.37-2.50）,	<	0.01

震災 1か月以内に歯科用支援物資を受け取ったことを目的変数としたロジスティック回帰分析結果．有意な変数
のみを示す．

表３．1 か月以内に歯科用支援物資を受け取った者の特徴

図10： 口腔粘膜疾患の要精密検査者に配布する岩
手医科大学附属病院歯科医療センターの案内

大槌町で発見された口腔癌の一例（治療前） 岩手医科大学歯科医療センターでの放射線治療後
写真提供　岩手医科大学　口腔外科学分野　野宮孝之先生

図11： 大槌町で発見された口腔癌と歯科医療センターでの治療経過
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努め，説明会参加者に「お口の癌検診を受けま
しょう」と印字した歯ブラシを配布した．これ
らの活動には，歯科保健に関する町民への教育
的効果があったものと推察され，大槌町住民の
口腔保健の改善に地元歯科医師ほどではない
が，我々も寄与できているのではないかと考え
ている．

我々がしてこなかったこと

まず，地元の歯科診療所の歯科医師の先生方
との連携不足が挙げられる．2014 年 11 月に大
学院生の被災地研修が計画され，研修の一環と
して大槌町の小松歯科医院院長に大学院生に対
する講演を依頼したのが，交流を持った最初で
あった．現在は，釜石の先生方などとも交流を
持つようになっているが，もっと数多くの先生
方の体験を，もっと早期に知り，現場の状況を
知っていれば，より効率的な情報収集が可能で
あり，実際に被災地に貢献するような手法がと
れたのではないかと考えられる．次に，収集し
た資料の整理にマンパワーが追いつかず，情報
発信が不足している点が挙げられる．これまで，
いくつかの学会発表や文献に挙げたような論文
を発表してきたが，その数は決して十分とは言
えない．また，調査結果は厚生労働科学研究の
報告書にまとめているものの，県や中央の行政
機関に届いておらず，政策資料としては役立っ
ていない．例えば，地元歯科医師の自らが被災
している中での被災地貢献については，国民に
対する歯科医療の信頼性をプレゼンする資料と
なり得るし，先に述べたように口腔粘膜疾患の
調査結果は歯科医師による癌検診を制度化する
裏付けになるであろう．さらに，支援物資受け
取りの偏った状況は，その後の大規模災害にお
いて同様の問題が発生し，ほとんど教訓になっ
ていないようである．３つ目は本調査ならびに
歯科保健活動が，広範な被災地の中で大槌町に
留まったものであること，すなわち他の被災地
では歯科保健に関する集団的な介入や口腔癌検
診といった歯科保健サービスが提供されていな
いことが挙げられる．

我々がこれからすべきこと

まず，我々がこれまでしてこなかったこと，
すなわちこれまでの活動に足りなかった点を改
善していかなければならないだろう．すなわち，
復興地域（もはや被災地という言葉は使うべき
ではないかもしれない）で本当に必要なことを
知るために，地元の歯科医師の先生方とこれま
で以上に密な関係を持つことが望まれる．その
ためにはこれまで交流のあった先生を通じて，
地元歯科医師会との連携体制を構築することな
どが有効かもしれない．震災から５年以上経過
してなお復興途上にある地域に必要とされるも
のは時の経過によって変わっていくだろうか
ら，調査内容の見直しも考える必要があるかも
しれない．それと同時にこれまで収集してきた
資料をまとめ，日本全国，世界に発信すること
を続けなければならない．また，より積極的に
行政などに資料提供を行うことにより，大槌町
で行った歯科保健活動を沿岸の他地域に広げて
いくことに繋がるものと考えられる．すなわち
我々がこれからすべきことは，これまで行って
きたことがより復興地域に役立つものになるよ
う洗練しつつ継続していくことに他ならない．

お　わ　り　に

初回調査の時，我々以外にも多くの団体組織
が被災地を訪れ，様々な調査を行っていた．大
槌町役場のスタッフに「なぜ，こんなに次から
次へと調査の依頼を受けるのですか，大変では
ないのですか．」と尋ねたところ，「だって，協
力しないと復興計画から外されてしまうんじゃ
ないかと怖くて．」という答えを聞いた．ショッ
クだった．その後調査を続けていくうち，受診
者から「去年健診で言われたから歯医者に行っ
たよ」，「去年白板症って言われて医大まで行っ
てさ，よく診てもらったんだ」などと得意げに
報告してくれることが多くなった．そのような
とき，我々の活動が，町の人たちにとって煩わ
しいものではなく，少しでも役に立っているの
かもしれないと思う．未曾有の震災の爪痕はま
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だ癒えない．だからこの調査を継続する．結果
をまとめ，数値化して次世代の歯科医師たちに
伝え，育てることが我々大学人の最も重要な役
割であろうと考える．
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